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This paper elucidates the reason why the environmental NGO at Otaki, Chichibu has 
succeeded in creating sap project notwithstanding that the price of wood has kept coming 
down in Japanese forest industry. Modern forest industry has been driven by pursuing the 
profit from natural resource. On the other hand, the sap project at Otaki, Chichibu-city has 
not only become industrialization but created a new occupation of preserving forests. In 
this paper, this occupation is named ”small business”. 
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1．林業の衰退と森林ボランティアの限界 
 
本稿では、日本における林業が、木材価格の低下から衰退の一途をたどりつつあるにも
かかわらず、何ゆえに、秩父市大滝の環境 NPO は林業の再生を可能にしたのかを、事業
に参加する大滝住民、環境 NPO の語りから明らかにする。 
今日、日本の多くの山村では「山村」であるにもかかわらず、山とかかわった暮らしを
実現しにくい状況にあり、過疎化する地域が増加している（たとえば大野 [1991]2005）。
これは 2 つの困難から生じている。それは近代林業による「事業の困難」と山の「保全の
困難」である。 
まず、「事業の困難」は、戦後の日本の林業政策から生み出された。戦後、全国で復興
材や燃料として木材が必要とされたため、雑木林を含む天然林(1)が伐りだされ、事業化を
はかるためスギやヒノキなどの針葉樹が植えられた（国土緑化推進委員会 1970）。しかし
ながら、1960 年ころからエネルギー転換や安い海外産の木材輸入が始まり、国内産の木材
の自給率は下降した（西野 2008; 藤森 2016）。そして、物価の上昇にともない人件費や運
搬費なども上がり、木材を生産する林業だけでは生計を立てることが難しくなった。 
また同時に、重化学工業を柱とする高度経済成長が進行するにつれて、山村から太平洋
ベルト地帯へ人口が流出した（丸山 1998）。さらに、大野晃は高知県の山村を調査し、針
葉樹率が高いほど人口減少率も高いことを明らかにした（大野 [1991]2005）。つまり、近
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代林業を積極的に導入し針葉樹に切り替えた山村では、林業の仕事だけでは生計が成り立
たないため、仕事を求めて流出したことが分かる。 
スギやヒノキの人工林で覆われた山は、下草刈りや間伐、枝打ちなど長期間で適切な手
入れを必要とする（酒井 2004）。人工林が放置されると、木の根が過密となり土砂崩れを
引き起こしやすくなるなどさまざまな問題が発生する（藤森 2016）。このように林業をお
こなわないとしても、人が作り出してしまった山は、手入れをし続けねばならない。にも
かかわらず、山林資源を事業ができないため、放置される山が全国で増加している。これ
が「事業の困難」であり、それは「保全の困難」につながっていく。 
このような山の荒廃を解決するために、1970~1980 年代にかけて先駆的な森林ボランテ
ィアが各地で誕生した（たとえば山本 2005; 内山 2001 など）。森林ボランティアとは「森
林所有者とは直接的な利害関係者でない人びとが、危機的な森林の状況に反応し、実際の
森林管理に必要な作業に参加する」人びとである（山本 2003: 16）。2015 年現在の森林ボ
ランティアは 3005 団体(2)で、その 8 割の団体が森林の整備や保全活動を行っている（NPO
森づくりフォーラム 2016）。しかしながら、森林ボランティアの活動には限界があり「保
全の困難」が生じている。なぜならば、ボランティアの活動の多くは非経済上でおこなわ
れており、森林の整備や保全活動は、地域住民に頼るのではなく外部の人びとに頼らざる
を得ない状況を作り出す。この活動は一時的なもので、持続的なものではないのである。 
本当の意味での持続可能性は、地域の人びとが山とかかわり続けられる仕組みを構築す
ることである。そのため近年は「ソーシャルビジネスや社会的起業などのように、収益を
出しながら社会的・環境的に価値がある事業を展開する動きが強まっており、こうした事
業が森林づくり活動の担い手となっていく」と予想されている（松村 2017: 12）。 
多くの森林ボランティアが森林整備に取り組む一方で、収益を出しながら社会的・環境
的に価値がある事業が存在感を強めている。そのような事業が林業における「事業の困難」
と「保全の困難」を解決すると考える。 
そこで本稿が取り上げるのは、森林の再生を目的にしつつ、カエデの樹液を利用した事
業（以下、樹液事業）に取り組む環境 NPO 団体と、その山主たちである。すなわち、こ
の活動にかかわる人びとは、森林の保全と事業化の両立に取り組む、注目すべき取り組み
を進めている。したがって、本稿ではその樹液活動を分析していきたい。 
 
2．秩父樹液生産協同組合の設立経緯 
 
本稿で調査対象とするのは、環境 NPO と山主が樹液事業を実現するために設立した秩
父樹液生産協同組合（以下、樹液組合）という組織である。この組合の特徴は、環境 NPO
と秩父市大滝の山主たちが協働して取り組んでいる点である。地元の人と、地元以外の人
が協働して組織を設立する場合、多くは地元以外の人が主導して設立する。この樹液組合
も同様に山主ではなく、環境 NPO の代表者が山主に樹液事業を提案して、取り組みが始
まった。そこで、この環境 NPO の代表の語りからどのような理念をもとに、この組合を
設立することになったのかを分析していきたい(3)。ここで登場する環境 NPO とは、NPO
法人秩父百年の森（以下、秩父の森）である。秩父の森は、秩父市内の数か所と隣接する
小鹿野町や横瀬町で活動を行っている（地図 1）。2005 年に大滝村、荒川町、吉田町、秩父
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市が合併し、現在の秩父市が誕生した。小鹿野町と両神村も同年合併し、現在の小鹿野町
となった。秩父の森の構成は秩父市街在住者が 18 人、秩父郡在住者が 8 人、それ以外に埼
玉県内、東京都、千葉県、神奈川県などの在住者が 30 人である。多くの人びとが片道 1
時間以上かけて、樹液事業を含むさまざまな活動に参加している。 
秩父の森の創設者は S さん（65 歳男性）である。S さんは秩父市街地に生まれ、秩父の
川や山で遊び育ったため、秩父の自然をこよなく愛している。S さんは大学生時代、石川
県の大学に通っていた。富山県と岐阜県にそびえたつ
立山連峰によく登りに行ったという。立山連峰のある
山小屋で、マタギの人からカエデの樹液で淹れた紅茶
をごちそうになり、これをきっかけにマタギの人から
カエデの樹液採取方法を学んだ。このことが、数十年
後に大きく活かされていく。 
さて、秩父の森は S さんによって創設され、そして
樹液事業を取り組み始めたのであるが、その経緯には
2 つの難局があり、決して順調ではなかった。この難
局とは、秩父市商工議会青年部で取り組んだ樹液事業
での軋轢と、S さんが以前から所属していた森林ボラ
ンティア団体で樹液事業の取り組みが却下されたこと
である。この 2 つの過程を分析することで、より S さ
んの理念が明瞭になるため、以下で経緯をみていきた
い。 
 
（1）樹液事業の始まりと青年部での軋轢 
樹液事業の取り組みは、2004 年に S さんが秩父市商工議会青年部（以下、青年部）で提
案したことによって始まった。当時、青年部は秩父の特産品を使った新しい土産物の開発
を検討していた。S さんは秩父の自然などに詳しいため、青年部のある人が S さんに意見
を求めた。 
S さんは毎年冬になるとマタギの方から教わった樹液採取を秩父の山で実践し、家族で
味わっていた。そこで、秩父の山に自生しているカエデの樹液を利用した土産物の商品化
を、青年部の人びとに提案した。青年部の人びとは、秩父のカエデから樹液を採りメープ
ルシロップなどに加工できるとは思いつかなかったため驚いた。S さんの提案は賛同を集
め、S さんが中心となって青年部によるカエデの樹液事業が始まった。 
事業化の可能性を検討するため、埼玉大学に調査を依頼した。S さんは、2000 年から埼
玉大学ワンダーフォーゲル部 OB が設立した秩父の森林再生ボランティア団体「百年の森
づくり」に所属していた。そこでのつながりを通して、秩父産のカエデの樹液の成分調査
を依頼した。その結果、カナダ産のカエデの樹液と比べて、秩父産はカリウム、カルシウ
ムが豊富であることが判明した。そして、日本全国に自生しているカエデの 28 種類中 21
種類が秩父に自生していることが確認された。これらの事実は事業化を後押しするもので
あった。 
S さんたちは、秩父市にある県有林から許可をもらってカエデの樹液採取を始めた。 
地図 1 埼玉県秩父市(太線枠内） 
出典：テクノコ白地図イラストから筆者作成 
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しかし、1 年半後に S さんと青年部の一部の人たちで方針についての軋轢が生じてしま
う。県有林は険しい山の中であり、事業において効率的な樹液採取ができないという課題
があった。そこで青年部の一部の人びとが、街路樹のカエデから採取してしまった。それ
は、険しい山に登らなくても効率的に採取できるためおこなわれた。けれども、その行為
は S さんが考える森林再生の考えに反するものであった。S さんが一部の人びとに注意す
るも、人びとは注意を受け入れず S さんを役員から外してしまった。その後、話し合いが
おこなわれたものの和解には至らず、S さんは青年部での樹液の事業化を断念した(4)。 
青年部での軋轢から明らかになったことは、S さんは樹液事業において利益追求だけで
なく森林再生を念頭に置いて活動することに重要な意味を見出していることである。それ
を反映するように樹液事業の企画書には、樹液生産の販売収益を利用して、森づくりをお
こなうことも組み込まれていた。S さんは秩父市内の畑で、山から拾ったカエデの種を植
えて育てていた。育った苗を秩父の山に植樹することで森林再生を実現し、また 20 年後に
は、樹液採取量が増え、さらにカエデは秋の紅葉シーズンの観光資源にもなると考えてい
た。このように山での事業を展開させながらも森林再生を実現するのが S さんの理想であ
った。 
それに対して、青年部の一部の人びとは、樹液を効率的に採取することを優先していた。
効率的な事業化を図るためであれば、街路のカエデから採取するのは一つの方法として考
えられるかもしれない。しかしながら、S さんは「俺が一番やりたいのは、かかわり続け
られる森林のモデルをつくること」と語っている。青年部での樹液の事業化を断念した S
さんは、以前から所属していた環境 NPO「百年の森づくり」で、自分が納得する樹液採取
の事業化を試みる。 
 
（2）百年の森づくりから秩父百年の森 
S さんが所属していた百年の森づくりは、1964 年に山火事が発生し荒廃していた秩父大
滝の山で植林活動を行っていた。団体の定款には「『荒川』流域における植林活動を通じ、
森林の持つ多面的機能を学ぶと同時に、森林の恵みを享受し、山村の人びととの交流を促
進して、森林文化の復興と山村の活性化を図り、健全な森づくりの推進に貢献することを
目的とする」と記載されている（NPO 百年の森づくり 2007: 1）。 
商工会青年部での事業化を断念した S さんは、この団体の理事会で、カエデの樹液事業
を活動の一つに取り入れないかと提案した。しかしながら、百年の森づくりは山での植林
活動を大きな目的としていたため、植林以外の活動である樹液事業は百年の森づくりでは
受け入れられなかった。言い換えると、百年の森づくりは植林活動という「森林保全」を
重視していたため、「事業」に関する活動は受け入れることができなかった。そこで百年の
森づくりの役員は、団体から分かれて事業の活動をおこなうことを提案した。S さんは樹
液事業を諦めきれなかったため、その提案を受け入れ、樹液事業に賛同する会員を集めた。
2005 年に S さんは賛同した会員と、カエデ樹液の事業化や森林の保全活動などに取り組む
「秩父百年の森」を設立した。 
そして、翌年から樹液の事業化の実現に向けて、秩父市の県有林における天然林で本格
的な調査を始めた（田島 2012b）。その調査では、「樹液の搬出が可能な条件を持つ森林で
樹液採取可能なカエデがどの程度分布し、1 本当たりどれ程の産出量があるのか、いつか
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ら産出が始まりどのくらいの期間続くのか、それらは樹種によって違いを生じるのか等々、
基礎的なデータを収集」することができた（田島 2012b: 9）。秩父地域に存在するカエデ
ではオニイタヤカエデという樹種が一番多く、378 本中、本数比で 73.8%、収量比で 84.6%
を占める（田島 2013）。オニイタヤカエデは沢筋や斜面下部の水分の多い環境に良く生育
し、カエデ科の中では最も大きくなる樹種である（田島 2013: 4）。 
S さんはこのような結果から樹液事業の実現を確信した。そこで、S さんは古くからの
知人である秩父市大滝に住む山主の Y さん（67 歳男性）を訪ね、樹液事業の提案をした。
Y さんは賛同し、2012 年に秩父樹液生産協同組合が設立されることとなった。現在の組合
員は、大滝住民 4 人と秩父の森から 2 人、埼玉大学教授 1 人、団体組合員が 2 団体（横瀬
樹液研究会、やまびこ企画）で構成されている。 
 
3．樹液組合の設立と実際の活動 
 
前章では、S さんが樹液組合を設立するまでの経緯を明らかにすることで、S さんが考
える森林のモデルづくりの理念をみてきた。S さんの理念とはつまり、「事業」と「保全」
を融合させた「かかわり続けられる森林づくり」である。 
通常、山林資源を開発の対象とみる「事業」と守るべきものとみる「保全」とは両立し
得ないように思われる。具体的に言うならば、青年部では樹液事業を「事業」として捉え、
S さんが考える「保全」に理解を示さなかった。そのため S さんは、青年部以外の組織で
それに取り組もうと考えた。そこで、S さんは百年の森づくりにおいて樹液事業を提案し
た。しかしながらその団体では、森林資源の「保全」が優先され、その資源を利用し事業
化する「山の事業」づくりは受け入れられなかった。そのため、S さんは秩父百年の森と
いう新しい組織を立ち上げざるをえなかったのである。したがって S さんの理念は、従来
の山にかかわる団体の活動目的と異なる、「保全」と「事業」の両立を目指すものであった
ことが分かる。 
そこで本章では、S さんの目指す「保全」と「事業」の両立がどのようなことを意味す
るものなのか、樹液組合の目的と樹液採取活動の中身の検討を通してみていきたい。 
まず、樹液組合の目的は、「新たな森林資源として地域のカエデ樹液の活用を位置づけ、
林業の再生と森林の保全という二つの考え方のもとに、樹液を活用した地域にふさわしい
林業の育成と地域の活性化を目指」すことである（秩父樹液生産協同組合 2017）。この組
合では、従来の木を木材として捉える「伐る林業」と、伐った後にカエデを植樹し、その
樹液を採る樹液事業の「伐らない林業」の複合化をすることで、かかわり続けられる森林
のモデルを実現している。もちろん、特用林産物（キノコ類、山菜類やうるしなど）の生
産業も存在し、森林とかかわり続けている地域もある。しかしながら、S さんのかかわり
続けられる森林のモデルづくりで重要視されているのは、今まで利用されていなかった樹
種の樹液の利用であり、特用林産物の生産業とは異なる。 
さて、「伐る林業」と「伐らない林業」の複合化は、1 章で論じていた針葉樹の単一化を
もたらした近代林業への批判が背景にある。 
 
カエデ樹液の採取は、森が豊かであることが前提です。人工林の成熟に伴い間伐や
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主伐が進められる中で、カエデのような広葉樹を適切に育成していくことは、森林環
境全体の改善と維持にとって必要です。また、木を伐ることなく毎年収益が得られる
樹液の活用は、長い育成期間を必要とする人工林の経営にとっても有益です。人工林
と天然林をともに活かしていく複合的な視点が、いま日本の林業に求められています。
（秩父樹液生産協同組合 2017） 
 
樹液組合では、過剰な採取や不当な扱いを防ぐために、樹液採取ができるカエデの条件
を設けている。それは、「①直径 20cm 以上であること、②公園など公共に植栽された景観
樹を除く、③適切な方法で樹液採取を行っていること」である（秩父樹液生産協同組 2017）。
この条件は「木を枯らさないため」に設定された（田島 2013: 4）。ここから、S さんのか
かわり続けられる樹液事業への理念が現れている。 
次に、樹液採取活動である。作業順序は次のとおりである。まず、9 月～10 月にカエデ
の調査と登録が、11 月～12 月に樹液採取木の選定がされる。そして、1 月下旬に選定され
た木の幹にドリルで穴をあけ、樹液採取器具（ホース）を差し込み、18l のポリタンクに
つなげる。ホースから樹液が滴り、ポリタンクに溜まる。設置後から 3 月初旬までのあい
だ定期的に、樹液が溜まったポリタンクと空のポリタンクを交換する。樹液の流出量が多
いカエデは 1 週間ほどでポリタンクを満杯にする。満杯のポリタンクを運ぶのは、作業が
困難となるため、週に 1～2 回に分けて交換作業をおこなう。回収したポリタンクは計量し、
パソコンに記録する。記録することで組合員の各所有地の木からどのくらいの樹液が採れ
たかが把握される（秩父樹液生産協同組合 2017）。 
3 月初旬になると暖かくなり、樹液が傷みやすくなるため採取活動は終了する。その後、
樹液採取器具の取外し、幹にあけた穴の修復をおこなう。4 月末日に、樹液の計量結果を
参照し、各組合員に受入樹液代金が支払われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カエデの木は点在しているため、ポリタンクは広範囲に設置される（写真 1）。カエデは
急峻な場所にも自生しているため、ポリタンクが落下しないように木とポリタンクを紐で
くくりつけておく。写真 2 はポリタンクを交換している様子である。また、急峻な場所で
は、木と木をロープでつなぎ、行き来しやすくしておく。採取地域は、荒川本支流域の民
写真1 点在するポリタンク 
（2017年 2月 18日、筆者撮影） 
写真2 ポリタンクの交換 
（2017年2月18日、筆者撮影） 
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表1 2017年の各地区の採取量 
地区 本数 採取量(kg)
中津川流域 49→44 496
大滝村 134→136 3200.8
小森川流域 91→167 4406.7
橋立川流域 24→40 671.3
横瀬川流域 ― 3192.3
合計 298→347 11967.1
出典：田島（2013）と樹液組合提供データ
（2017）より筆者作成。本数は 2013 年度
から2017年度の変化である。 
有林と県や市の公有林であり、東西 40km、南
北 10km、標高 350m から 850m にわたる地域で
ある（田島 2013）。小森川流域は旧両神村に、
橋立川流域は市有林であり西武秩父駅から約
5km 西南へ進んだところに位置し、横瀬川流域
は横瀬町を指す（前掲地図 1 参照）。樹液組合は
大滝村の人びとだけでなく、隣町に住む人びと
も入会している。表 1 は 2013 年と 2017 年の採
取本数と採取量の変化である。 
2013 年の採取本数と比べて、2017 年の採取本
数が増加しているのは、採取基準を満たしたカ
エデを新しく発見したことや樹液の注文が増加したことがあげられる(5)。なお、本数がわ
からない横瀬以外の地区の 1 本あたりの平均採取量は約 22.7kg であった。 
このようにみてくると、S さんの目指す「保全」は、一般的な環境保護とは異なって、
地域の人びとが手を加えることに肯定的であり、そして同時に「事業」は近代林業とは異
なった事業化を目指していることがわかる。つぎに、この事業を受け入れる地元の側の論
理を探ることで、この活動の独自性をより明確にしていく。 
 
4．樹液事業を支える地元の論理 
 
順調そうに見える樹液事業はいくつかの課題を抱えている。たとえば、カエデが自生す
る場所は急峻な場所も多いため危険であること、広範囲なため秩父の森など外部の労働力
が欠かせないこと、さらに、準備、採取、片付けなど多くの手間がかかることがあげられ
る。このことから、後述する山主の Y さんは「まだ事業ではないが可能性はある」と評価
する。このような課題を持つ中で、なにゆえ、地元側の人びとが受け入れ、取り組み続け
ているのだろうか。地元側の人びととは、採取場所を提供した山主の Y さん(6)と、樹液の
販売に協力した A さん（69 歳男性、小鹿野町在住）である。なぜ 2 人が「伐らない林業」
の樹液事業に賛同し、協力したのかを Y さんと A さんの人生経験から考えていきたい。 
 
（1）Yさんが樹液事業を受け入れた論理 
Y さんが林業を継いだころには、木材の価格が低下していたため、生計を立てていくの
は困難であった。そこで Y さんは 27 歳の時に、大滝の隣町である小鹿野町でヒラタケシ
メジというキノコの栽培で成功を収めている人がいるという話を聞き、その人に依頼して
栽培方法を教わり始めたという。「シメジやろうと決めた時には、もう山のことはもう、な
るべくタッチしねーというか、考えないようにしながら、キノコに打ち込んだ」というよ
うに、Y さんの決意がわかる。 
Y さんはヒラタケシメジの栽培方法を学び始めて 2 年後に「秩父しめじ茸生産販売組合」
（以下、シメジ組合）に入会させてもらった。その組合では農協に通さずに自分たちで販
売していた。Y さんは、15 歳以上の人びととともに必死になって取り組んだ。そこで Y さ
んは、自分の信念を持って必死に取り組むことの大切さを学び、それは良い勉強になった
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という。その後、長野県でホンシメジが生産されるようになり、ヒラタケシメジの売り上
げは落ち込んだ。その結果、シメジ組合は解散した。Y さんは生計を立てるために 1993
年にナメコ工場を作り、生産をはじめる。その後、Y さんの息子がナメコ工場を継いだた
め、Y さんは山に出向きやすくなった。 
Y さんは、旧大滝村の議長を務めていた 2000 年に「千年の森委員会」を設立した。これ
は、旧大滝村の自然環境、文化遺産に立脚した振興策を検討する委員会である。この委員
会に東京大学演習林長(7)の仁多見氏や、大滝の川で渓流釣りをしによく足を運んでいた S
さんなどさまざまな外部の人と、大滝村数人で構成された。1 年間討議した結果、環境に
配慮した観光、間伐材の価値を高める方策をとることになった。間伐材の価値を高めるに
は、山林関係者が、建築の状況や高性能林業機械のシステムを理解することが必要であっ
たため、勉強会を開いた。これがきっかけとなり 2001 年に大滝山林振興協議会が結成され
た。翌年に Y さんらは、山の作業道づくりの名人と言われる大橋慶三郎氏の山の視察に訪
れている。その時の大橋氏の言葉を Y さんはいまも心にとめている。 
 
森林の育成は投資した元利を回収するのに非常に時間がかかるので、昔から『山づ
くり』は業（なりわい）として成立しませんでした。他の業で儲けた余剰金の投資先
が森林育成で、徳川時代から投資対象は土地で山持ちは田地を持っていました。いわ
ば貯金で、山林とはこんなものです。（秩父地域森林林業活性化協議会 2013） 
 
大橋氏によれば、昔から林業は業（生業）にはならない山仕事だった。林業は植栽した
木が約 30～50 年以上の年月が必要となるため、ほかの生業をいくつか持っていることが前
提であった。また、Y さんは山林に関する勉強をする中で、関係する本を多く読んでいた。
本の筆者である学者たちの主張について Y さんは以下のように述べる。 
 
学者は、針葉樹と広葉樹の混交林をこれから目指すべきだとかさ、そういう話はあ
るんだけど、実際にそれを具体的にやって広葉樹で事業になるような、そういう仕組
みを構図しろとかって、そんなことを言うような学者はいやーねーさ。…（中略）…
いつまでもスギ・ヒノキをやったんじゃダメなんだから、それをこれから間伐してや
ってくと、自然と広葉樹が生えてくるようなそういう仕組みにやる必要があるんじゃ
ないかと思ってたんけどな。それを具体的にカエデから樹液をとってやってみません
かと S くんがそう言うから、このへんが、ひとつの潮時ちゅうかて、転換期なような
気がするから、じゃあやってみるかって始めたのが、樹液組合をつくるきっかけなん
だけどさ。 
 
Y さんが読んできた本ないし学者の主張は、戦後の林業政策で種類が単一となってしま
った森林を、広葉樹林と針葉樹林の混交林に変えていくべきだと主張していた。 
Y さんは自分の経験と本からの知識、大橋氏の言葉から「林業だけで飯を食えるって考
えること自体がだめなんだよな。農業も当然あって、他にちゃんとひとつの食べていける
生業っつうのを持ってさ。それで、山をそれに連動させるというのが本来の林業だと思う
よ」と話す。しかしながら、実際に針葉樹と広葉樹の混交林をつくり、事業になるような
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提案はされていなかったため、Y さんは実行することができずにいた。 
そのような状況のなか、S さんが Y さんのもとを訪ね、Y さんにカエデの樹液事業は毎
年樹液を採取できるため毎年利益があることを話した。そして、人工林を間伐した跡にカ
エデを植樹し、保全活動をおこなうことで、20 年後に採取可能になり、観光の資源にもな
りうると提案した。Y さんは毎年利益が出る点において、樹液事業は革新的だと考えた（秩
父地域森林林業活性化協議会 2013）。その後、Y さんと S さんは、大滝の山主に向けて説
明会を開き、樹液事業に取り組むようになったのであった。 
以上から Y さんは、林業だけでは生計を立てられなかったことを経験し、大橋氏の「森
づくりだけでは業にならなかった」という話を忘れぬように心がけていることがわかった。
さらに、山林経営に関する本などを読んでいく中で、針葉樹と広葉樹の混交林がこれから
の時代に必要だという多くの主張を知った。これらを通して、Y さんは農業などの複数の
生業を持ちながら林業をおこなうのが本来の在り方だと考えた。しかしながら、Y さんは
具体的にどのようにすればよいのかわからなかった。そのような状況の中で提案された S
さんの樹液事業は、Y さんにとって山で生きていくための業のひとつになりうるものであ
った。次節では、樹液事業を支える「販売」の視点から樹液事業をみていきたい。販売す
る人はどのような思いで樹液事業に取り組んでいるのだろうか。 
 
（2）Ａさんが樹液を販売に協力する論理 
採取した樹液は、秩父観光土産品協同組合（以下、土産品組合）が 1ℓあたり 400 円で買
いとっている。そのうちの 200 円は山主へ、200 円は資材費として樹液組合が受け取って
いる。毎年平均して 1 本あたり 20ℓが採取されるため、カエデが多く自生している山の所
有者は、年間で約 100 万円を手にするという。前章でふれたように、事業をはじめてから
樹液の発注増えたため、売り上げも増加傾向にある。 
この1ℓあたり400円の設定は、樹液組合が土産品組合に樹液の買い取りを打診した際に、
当時土産品組合の代表理事 A さんが、「（樹液組合の）言い値で買う」と言って決まった（『埼
玉新聞』2015.7.15 朝刊）。A さんは、「山の人も頑張って樹液を採っているのだから、その
金額で商品を作って売れるように努力するのが自分たちの仕事」という（『埼玉新聞』
2015.7.15 朝刊）。 
言い値で買うと決めた理由について、A さんは「新しい商品を作るときは原価を安くし
てはいけない。安くては途中で大元（山）をつぶしてしまうから。山の大変さを理解して、
山を持っている人たちが喜ぶように…地域の活性化とは産地が潤わなければ達成されな
い」という(8)。また、「言い値で買うのは山の人の責任が重くなる。原価を高くすれば、安
全・安心の確保を山の人がしなければならないから」という。 
A さんは幼少時に山の仕事をしていたため、山の作業の大変さをよく理解していた。だ
からこそ、木が放置された山村の状況から山の人が儲かるようにという配慮がある。同時
に、山の人の積極的な取り組み、つまり、品質の高さや安全性を追求の姿勢を求めていた。 
土産組合には、菓子業や酒造業、味噌製造業などをおこなう 17 人が所属している。土
産品組合が樹液組合から樹液を買い取り、メープルシロップやメープルサイダーなどの飲
料水、メープルドレッシングなどを販売している（秩父観光土産品協同組合 2017）。そし
て、各菓子製造販売店ではオリジナルの樹液商品を作り販売している。このように、樹液
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事業は里の人びとである土産品組合の協力によって事業化の実現を果たしている。 
この樹液事業は、山で採れた樹液を、里の人びとである土産品組合が買い取り、加工販
売し、それを都市からの観光客が購入するという連携を生み出している（田島 2012a）。つ
まり、樹液そのものは「森の恵み」として山と里と街が共有できる「資源」である（田島 
2012a: 22）。都市の人びとが樹液商品を味わい楽しむことで、「森林への共感を増幅させ、
森林を大切にしたいという価値観」をもつ契機となっている（田島 2012a: 22）。 
 
5．小さな生業論 
 
本稿では、日本における林業が、木材価格の低下から衰退の一途をたどりつつあるにも
かかわらず、何ゆえに、秩父市大滝の環境 NPO は林業の再生を可能にしたのかを、事業
に参加する大滝住民、環境 NPO の語りから明らかにした。 
これまでの議論から明らかなように、秩父の森と地元の住民たちは、樹液事業という新
しい林業を創出することで林業の再生を可能にした。これにより、地元の人びとが「かか
わり続けられる森林」を作り出し、「事業の困難」と「保全の困難」を乗り越えていたから
である。 
本稿で検討した樹液事業とは、つぎのような 4 つの特徴をもつものであった。これまで
事業の対象となっていた針葉樹から、雑木とみなされてきた広葉樹に着目したこと。第二
に、近代林業である「伐る林業」への依存からの脱却を目指していること。第三に、複数
の生業の組み合わせを可能にしたこと。第四に、このようにして山のさまざまな資源に目
を向けることで、山林資源の収奪的利用を回避し、地域が資源を利用しながら保全するこ
とである。これらの特徴をもつ樹液事業は、近代林業と対比させれば、「小さな生業」であ
るということができる。すなわち、近代林業は山村資源を商品と扱うことで利潤追求を目
的としてきた。それに対し、ここでいう「小さな生業」は地域住民が山に手を加えること
による「保全」を念頭におき、山の資源の多様性を活かしたさまざまな生業の“縫い合わ
せ”を目指すものである。したがって、近代林業のように、何か一つの資源を肥大化する
という方策をとらない。 
こうした「小さな生業」の特徴は、安室知による複合生業論と通底する。安室知は山村
で複数の生業を同時に展開して生計を立てることを「外部的複合生業の社会」という言葉
で説明している（安室 1997: 235）。その特徴を安室は次のように言う。「山における基本
的な生計維持の原理として、ひとつに特化するほど有力な生業技術が存在しなかったこと、
その結果として山の生計活動は生業複合度の高いものになっていたこと、そうした複合生
業は耕地のような人為空間だけでなく山や川といった自然空間を十分に利用してなされる
ものであったこと、そして里に比べると比較的早くから貨幣経済が浸透し複合生業のひと
つとして商品作物の栽培や賃稼ぎ労働が発達したこと」である（安室 1997: 266-7）。 
ただし、安室の指摘は過去の社会（昭和初期の長野県の山村）を対象としたもので、そ
のまま現代山村に適応できるわけではないことに注意が必要である。大野晃は、「戦後日本
資本主義の展開過程で商品経済が山村生活の深部にまで浸透していった高度経済成長期以
降の山村を『現代山村』」と定義し、これ以前の山村は、「自給的生活を残している戦前の
山村の連続性に立って」いるため明確に区別すべきだと指摘している（大野 [1991]2005: 7）。 
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あらためて本稿の事例を位置づけると、「小さな生業」は、近代林業へのオルタナティ
ブとして見出された生活実践であった。現代山村に生きる人びとが、過去への回帰をめざ
したのではなく、近代林業と格闘するなかから、ひとつの生業に依存せずいくつかの生業
をもって生計を立てる必要があることを見出したのである(9)。その結果として、人びとの
生活知として存在していた複合生業へと近接したのだと考えられる。 
さらに、近年は「伐る林業」にも新しい取り組みが普及し始めている。それは自家労働
中心で育林作業や伐採搬出をおこなう「自伐林業」である（興梠 2014: 85）。自伐林業は
「自伐という言葉にアンチ大規模生産、環境保全型林業、地域振興、新たなライフスタイ
ルという意味も込められ、上からの林業再編に対抗する下からの運動」であるという（佐
藤 2014: 1）。「小さな生業」もまた、このような「下からの運動」のひとつとして位置づ
けることができよう。 
樹液事業は S さんの「事業」と「保全」の両立を目指した「かかわり続けられる森林の
モデルづくり」への思いと、山に住む Y さんの「複数の生業をもって林業に取り組む」と
いう山の暮らし方、A さんの「山の人びとへの配慮」が共鳴しあって実現された。山に人
がかかわることがますます困難になっている現代社会において「小さな生業」は、秩父大
滝の山だけでなく全国各地の山で、山の資源を見直し、多くの人びとがかかわる森づくり
を可能にする。そして、それが広がることによって、多くの山の保全につながると筆者は
考えている。 
 
註 
(1) 天然林とは台風や火災など自然かく乱後に天然更新したもの（生物学辞典 2010）。後述する人
工林とは、人為を加えて人工造林や天然更新で成立した森林である（生物学辞典 2010）。 
(2) この調査は 2000 年からおこなわれているが「森林づくり活動を自発的におこなう団体」を明確
に定義することは困難で、精密な分析には耐えられないという限界がある（松村 2017）。 
(3) 本章での S さんの聞き取りは 2017 年 4 月 11 日、2017 年 7 月 22 日におこなった。 
(4) 青年部の人びとは現在も樹液を採取し、事業を続けている。 
(5) 2017 年 11 月 20 日、S さんのメールから。 
(6) Y さんの聞き取り調査は 2017 年 4 月 24 日に実施した。以下、この節で引用されるのは同日の Y
さんの語りである。 
(7) 東京大学演習林とは、東京大学の教育研究活動のフィールドで、大滝に約 6000ha の土地を所有
している。そのため、調査実習時に大滝の山主の協力などの連携がある。 
(8) A さんの聞き取り調査は 2017 年 11 月 2 日に実施した。以下、この節で引用されるのは同日の Y
さんの語りである。 
(9) 複数の生業を同時に展開しているほかの生き方は「半農半 X」である。これは、「小さな農業で
食べる分だけの食を得て、ほんとうに必要なものだけを満たす小さな暮らしをし、好きなこと、
やりたいことをして積極的に社会にかかわっていくことを意味」している（塩見 2003: 2）。「半
農半 X」の X をウェブクリエーターや音楽家などさまざまなことに取り組み生業として生計を
立てている。このように現代版「複合生業」は農業で可能とされている。しかしながらこの「半
農半 X」を可能にするのは平地である農村が多く、山村での現代版「複合生業」はいまだに可能
にされていない。 
 － 50 － 
参考文献 
秩父樹液生産協同組合，2017，「組合の取組み」，秩父樹液生産協同組合ホームページ，（2017 年 10
月 14 日取得，http://acermono.com/Cooperatives.html）． 
秩父観光土産品協同組合，2017，「カエデの樹液を使った商品」，秩父観光土産品協同組合 
ホームページ，（2017 年 10 月 16 日取得，http://xn--7cka7d.com/?page_id=9）． 
秩父地域森林林業活性化協議会，2013，「森の達人たち 手探りでつかむ 林業の未来」， 
ちちぶ森の活人ホームページ，（2017年11月21日取得，http://morinokatsujin.com/master/yamanaka/）． 
藤森隆郎，2016，『林業がつくる日本の森林』築地書館． 
石川統・黒岩常祥・塩見正衛・松本忠夫・守隆夫・八杉貞雄・山本正幸，2010，『生物学辞典』東京
化学同人． 
国土緑化推進委員会，1970，『国土緑化 20 年の歩み』国土緑化推進委員会． 
丸山定巳，1998，「第 5 章 住民参加と地域の活性化」間場寿一編『地方文化の社会学』世界思想社，
104-24． 
興梠克久，2014，「第 2 章 再々燃する自伐林家論―自伐林家の歴史的性格と担い手としての評価」
佐藤宣子・興梠克久・家中茂『シリーズ地域の再生 18 林業新時代―「自伐」がひらく農林家
の未来』，農山漁村文化協会，85-128． 
丸山定巳，1998，「第 5 章 住民参加と地域の活性化」間場寿一編『地方文化の社会学』世界思想社，
104-24． 
松村正治，2017，「集計結果に関するコメント②」『『平成 27 年度森林づくり活動についての実態調査』
の分析と課題解決に取り組む団体の調査報告 森づくり活動の一歩先をめざして』NPO 法人森
づくりフォーラム，12． 
西野寿章, 2008, 『現代山村地域振興論』原書房. 
NPO法人百年の森づくり, 2007, 定款（2018年 3月 11日取得, http://www.100nen-furest.org/statute.pdf）． 
NPO法人森づくりフォーラム，2016，「森林づくり活動についての実態調査 平成 27年調査集計結果」． 
大野晃，1991，「山村の高齢化と限界集落―高知山村の実態を中心に―」『経済』327（7）: 55-71．（再
録：2005，『山村環境社会序説―現代山村の限界集落化と流域共同管理―』農山漁村文化協会，
33-80）． 
酒井秀夫，2004，「第 3 章 生産者からみた森林」『人と森の環境学』東京大学出版会，57-87． 
佐藤宣子，2014，「まえがき」佐藤宣子・興梠克久・家中茂『シリーズ地域の再生 18 林業新時代―
「自伐」がひらく農林家の未来』，農山漁村文化協会，1-3． 
塩見直紀，2003，『半農半 X という生き方』ソニー・マガジンブ． 
田島克己，2012a，「楓樹液の利用と森林の再生」『山林』（1532）: 21-7． 
――――，2012b，「第 3 報告 新たな森林資源―カエデ樹液の活用による山・里・街連携創出の試み
―」『林業経済』64（12）: 9-11． 
――――，2013，「カエデ樹液林業の可能性―埼玉県秩父地域での取り組み―」『山林』（1553）: 2-9． 
テクノコ白地図イラスト，2010，「市町村再編前の埼玉県」（2017 年 12 月 20 日取得 
http://technocco.jp/n_map/0110saitama/saitama2_c.png）． 
内山節，2001，『森の列島に暮らす―森林ボランティアからの政策提言』コモンズ． 
安室知，1997，「Ⅴ 複合生業論」赤田光男・香月洋一郎・小松和彦・野本寛一・福田アジオ編『講
座 日本の民俗学 5 生業の民俗』雄山閣出版，249-70． 
山本信次，2003，「序章 森林ボランティアとは何か どこから来て、どこへ行くのか」山本信次編
『森林ボランティア論』日本林業調査会，15-28． 
――――，2005，「森林ボランティアの現状と課題」『グリーン・エージ』32(2): 4-6． 
